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鈴 木 義 夫
1問 題の所在
今 日の西 ドイ ツで は,企 業 年 金(betrieblicheAltersversorgung)は法 的 年 金 保
険(gesetzlicheRentenversicherung)を補完 す る もの として位 置 づけ られ て い る 。
そ の た め に企 業 が 毎年 負 担 す る年 金債 務(年 金 引当金)は,第1表 に み ら れ る
ご と く,着 実 に増 加 の傾 向 を示 し て きて い るω。
第1表 フォルクスワーゲン工業株式会社の年金引当金の推移










年 金債務が この よ うに重要性を高めてきてい るに もかかわ らず,こ れ に関連
す る商法上 の規定に も,ま た,会 計上 の取扱いについて も,な おい くつかの重
要な問題が未解決の ままに残 されてい るのであ る。 ここに,企 業年金をめ ぐる
問題が今 日あらためて間われ る理 由が存在 してい る。
そ うした 問題 の一つ として,ま ず,年 金債務項 目の貸借対 照表貸方計上義務
に関す る問題 をあげ ることがで きる。 この問題についての論議を引起す 契機 と
な ったのが ドイツ最高財政裁判所 に よる1928年12月ll日付 の判決であった。 こ
の判決に よって,年 金債務を貸借対照表 の貸方に記載す ることが義務づけ られ
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た のであ る。しか し,その後の一連の判決(1934年月7日3日 付,1937年3月9日付
および1937年8月31日付判決)に おいては,そ の貸方計上については選択権(Pas・
sivierungswahlrecht)が認 められ る ようにな ったのであ る。
同時に また,他 方においては,年 金債務 の貸方計上選択権を認めた これ ら判
決に反対す る意見 も数多 く表明 された のである(2}。経営経済学 におけ る支配的
な見解において も,ま た経営監査士 の職業上の立場か らも,年 金 確約 を与えた
時か ら,そ の確約 を履行す るための必要 な資金を年金引当金 として設定 してお
かなければな らない とい うことが支持 され ていたのであ る。 とい うの も 「年金
とは労働者が遂行 した役務(勤 務)に 対 す る使用者 の反 対 給 付 の 一 部 分 で あ
ス
る{3)」と考え られ ていた からであ る。 そ の 意味で,年 金債務は真の債務(echte
Verpflichtungen)であ り,し たが って,こ れ を貸借対照表の貸 方 に計上 し なけ
れば 「真の財産状態 の概観 も,ま た,企 業 の取益状態 についての判断 も不可能
となるω」 と考え られ たのであ る。
しかしなが ら,連 邦裁判所は,年 金債 務につ いては,将 来 の支出の高 さが不
確実 であるばか りでな く,そ もそ も支 出がお こなわれ るか ど うか も疑わ しい と
い う理 由か ら,さ らに また,・年金期待権(Versorgungsaパartschaften)の貸方計
上 を義務づけ た法律上の規 定 も商慣行 もさらに慣習法 といった もの も何 ら存在
していない とい う理 由で,年 金債務を貸借対照表 の貸方 に計上す る義務は何ら
存在 しない,と い う判決(1961年2月27日付)をT'したのであ る{5)。こ の 判決に
よって,商 事貸 借対照表におけ る年金 引当金 の設定義務 はは っき りと否定 され
るこ ととな ったのであ る。
こ うした立場は1965年株 式法 の立法者 に よって も引継がれ今 日にいた ってい
るのであ る。 その法案審議の過程 におい て,年 金債務 の貸方計上 義務に関す る
規定の導入 を支持 した意見 も一部には あったが,し か し,「年金債務は"特 別の
程 度において不確実"で あ るとい う事実 とならん で,と りわけ,貸 方 計上義務
は"企 業 を年金確約か ら手を引かせ る ことにな り,し たが って,社 会政策的に
望 ましい発展 どい うものを制限"し かねない とい うこと,そ して,こ れ までは
まだ年金 引当金を何 ら設定 していなか った株式 会社は,貸 方計上義務には"た
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だちには従 うことは"で きない⑥」 とい う理 由か ら,立 法機関は年金債務の貸
方計上義務(Passivie・ung,pfli・ht)を法律上規定す るこ とを断念 したの である{7)。
また第二 の問題 として,年 金債務 の評価 に関す る問題をあげ るこ とがで きる。
年金債務 の評価 に関 して も,商 法上 は,何 らの規定 も設け られ ていないのであ
る。 ただ,株 式法第156条におい て,年 金債務を そ の現金価値(Barwert)で評
価す ることが規定 され てい るにす ぎないのであ る。 この現金価値は保 険数理を
基礎にして算定 され る ものであ るが,そ の計算 方 法 と し て は 「現 在価値法」
(Gegenwartswertverfahren)と「部分価値法」(Teilwertverfahren)とい う二 つ の
方法 がある。 しか し,い わゆ る 「企業年金法」の実 施 と所得税法の改正に よっ
て,1975年以降は,部 分価値法 が適用 され るよ うにな った(8)。
1974年12月19日付の 「企業年金 の改善に関す る法律」(GesetzzurVerbesserung
derbetriebiichenAltersvefsorgung)の実施 と,と りわけ,そ こでの年金期待権 の
取消不能性(Unverfallbarkeit)に関す る規定 の導入に よって,雇 用者(労 働者)
の法律上の地位は著 し く改善 され る ところ とな った。 しか し,そ れに もかかわ
らず,立 法者は なお年金債務 の貸方 計上選 択権に固執 し,所 得税法第6a条の改
正に際 して も 「年 金債務 二対 シテ引当金 ヲ設定スル コ トヲ得」 との文 言を残 し
た のであ る⑨。
この よ うに,企 業年金法の実施に よって も,な お,年 金債務 の貸借対照表上
での取扱いにつ いては問題が残 され た まま今 日にいた っているのであ る。
さらに,第 三 の問題 として,こ うした状況 のもとで,年 金会計をめ ぐる会計
理論上 の問題 をあげ ることができる。本稿 は,と りわげ,こ れ まで支配的 とい
われ て きた動的貸借対照表論の批 判の上に展開 され ている,資 本理 論的貸借対
照表論 の特徴点 を明らかに し,そ れ が機能す る場 面を明らかに し,そ の ことを
つ うじて,そ れが 「制度理論」 としての役割を果 していることを,と くに年金
引当金 との関連の なかで考察し よ うとす る ものである。それは また,「動態論」、
支配の状況が何故に打破 された のかの とい うことを も明らかにす る一》?の手が
か りにもな ると考え られ るのである⑩。
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注
働Busch,FriedrichWilhelm,・Grundsatze.ordnungsmaBigerBilanzierungf6r
Pensionsverpflichtungen,Diss.Monster,1976,S.Lこの た め に 企 業 が 設 定 す る
年 金 引 当 金 の 総 額 は410億 マ ル ク 以 上 に も 達 し て い る と い わ れ て い る 。 ま た,企 業 年
金 の 財 務 効 果 に つ い て は,Vonalt,Joachiin,Liquiditats・undfinanzierungsipolitische
AspektederbetrieblichenAltersversorgung,DBW43.・J9.,Heft2,∫uni1983,























対照表への計上お よび計算は,判 決 と行政(機 関)に よづて規定 され て い たの
である(1㌔





これは経営に利益操作の可能性 を与える こととな ったのであ る。つ ま り,利 益
の大 きい年度にはそれ に応 じた年金確約を与 えることに よって,年 度利益 を著
し く縮 小す る とい うことが可能 とな ったのである。
雇用者(労働者)に対 して一括 して設定 され るぺ き年金 引当金は年金確約を与
えた時か ら年金支給時 までにわ た って均等 に配分 され るべ きであ る,と い う規
定を ともな った所得税法第6a条の導入は,そ うした利益 操作 の可能性を制 限す
る ことはで きた。が,し か し,それは,賃 銀 もし くは給与 の上昇 に よってか,あ
るいは,一 般的な貨幣価値 の下落 に よる年金確約の引上 げ とい うものは考慮に
入れていなか った(そ うした引上げはすべて新規の確約として取扱われたのであるが)。
そ の結果,引 当金設定のため の費用配分は年金受給者 の労働給付 に適切に比例
してい ない とい う事態 を生ぜ しめ ることとな った。 そのために,そ うした引上
げ は,そ の実 施年度 か らまかなわれ,そ して年 金支給 事例 が生 じた時には じめ
て事後的な資金手 当て とい うものが達成 され るとい うこととな っ た のであ る{2)。
それ故,「租税改革委員会」(Steuerref・rmk・mmissi・n)は,保険数理的な均 等
配分(versicherungsmathematisCheGleichverteilung)とい う基礎に もとついて引当
金を設定す る代 りに,こ れ を 「部分価値」(Teilwert)によ っ て 評価(計 上)す
ることを提案 した のであ る。 そ して,「一営業年度にお け る年 金期 待権 に対す
る引当金へ の繰入れは,当 該営業年 度末における部分価値 と前年 度の部分価値
との差額を越えてはな らない③」 としたのである。
1975年所得税法第6a条は租税改革委員会の この提 案に従 ってお り,し か も第
3項お よび第4項 において,年 金債務 の部分価値を上 限 として年金 引当金 を評
価(計 上)す るこ と,そ して また,一 営業年度 において,そ の営業 年度末 と前
営業年度末におけ る年度債務 の部分価値 との間の差額分を限度 として年金 引当
金 を増 加 させ ることができる,と 規定 してい るのであ るω。
この よ うに,1975年を境に して,年 金引当金の設定 にかかわ る法律が改正さ
れ,そ の ことに よって,第1表 にみ られ る ごと く,1976年度におい ては,年 金
引 当金の急激 な増 加(前年度比55%増)が生 じることとな ったのであ る。
さて,所 得税法第6a条第3項 に したがえば,年 金費用は 「保険数理的原 則に
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した がρて」(nachversicherungsmathematischenGrundsatzen)見積 られ るのであ
る。その隠 死亡率表を用 い て,労 働 不能の発 生率の予測 と(平均)寿 命が 計
算に入れ られ るのであ る(5}。そ して さらに,部 分価値の計算に 際 し て は5.5%
(1982年からは6%に引上げられた)の 計算利子率が適用 され るのである。 「年金債
務 の部分価 値 として単純化 して表現 され てい るのは,年 金引当金が年金確約の
時点か らは じめて設定 され るのではな くて,年 金受給の資格を有している雇用
者(従 業員)の 雇用 関係が始 まった時(しかし,早 くとも,その人が満30歳になって
か ら)か らす でに設定 され るとすれ ば生 じる引当金額 なのであ る⑥」。
こ うした 部分価値原則は,1975年まで基準 どされ ていた 「現在価値法」(Ge・
genwartswertverfahren)では基準 となる配分期 間 として,(年金)支 給 の確約を与
えてか ら契約 で規定 され た(年 金)支 給事例 の発生 の時点 までの時 点 が 規定 さ
れていた,と い う点で異な る。部分価値法 に よれば,配 分 期 間 は(年 金)受 給
有資格者の勤務 開始 の時点か ら始 まるのであ る。 この ことに よって,確 約を与
えた年度におけ る繰入可能額は,勤 務 開始時点 が昔になれ ばなるほ ど,そ れだ
け高 ぐなる ことになる。 そ して さらに,大 蔵 当局は,現 期間の年金債務に対す
る年金引当金 につ いて不足額(補 充不足)が 存在 してい る よ うな場合には,こ
う'した債務 が増加 した営業年度 におけ る年金 引当金に,そ の増加分 の現金価値
を(た だし,そのことによって,営業年度末における将来の年金給付 の現金価値を上回
らない限りにおいて)繰 入れ る(積増しする)こ とを許 してい るのであ る⑦。
さて,こ うした将来 の年金給付の現在価値は,ち ょうど,(年金)支 給確約を
は た しうるために,年 金給付が満期にな るまで,複 利 で集計 され なければ なら
ない資本 と等置 され うるの であ る(7)。この ことは,資 本理論的貸借対照表論の
役 割を考え る ときに,と くに重要 な意味を もつ もの といえ る。
b)年 金引当金 と計算利子率の変更
1981年12月22口付の第2次 財政構造法(2.Haushaltsstrukturgesetz)によ って,
計算利子率が6%に 引上 げられ た。 この引上げは,年 金期待権お よびすでにお'
こなわれてい る(年金)支 給給付 のための既存の年金引 当金に対 して も,ま た,
これ ら引当金に対す る繰入れに対 して も影響をお よぼす ことにな った。つ ま り,
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計算利子率の引上げは設定 され る年 金引当金 の引下げに,さ らに,す でに設定
され てあ る年金 引当金の取 崩 しに,し たが って,利 益の増加につ なが ったので
あるθ。
この より高い計算利子率は1981年12月31日以降に終 了す る営業 年 度(経 過年
度)に最初に適用 された(第1表 参照)⑨。 ところが,既 存 の年金 引当金の部分的
な取崩 しは当該企業 の 自己金融 力(Selbstfinanzieruhgskraft)の制限につなが りう
るので,そ こから生 じて くる投 資行動にお よぼす マ イナス効果 を回避す るため
に,第2次 財政構造法は,そ の第52条第5項 の3に おいて,経 営全体にあ って
生 じる引当金取 崩額の高 さで,「免税 の積立金」(steuerfreieRticklage)を設定す
ることがで きる,と 規定 していた のであ る。 ただ し,こ の積立金はその設定年
度お よびそれにつづ く11年の間に,そ れぞれ 少 くとも1/12ずつ,利 益増 加的 に
取崩 されなけれ ばならないのである⑩。
C)年 金引当金の取崩
税務貸借対照表 においては,年 金債務の高 さが減少 した限 りにおいて,年 金
引当金の取崩 しが許 され てい る(所得税規則第4ユ条第23項の3)。したが って,`年
金 の支給事例が発 生し,年 金債務 が減少 した場合に は年金引当金が取崩 され る
ことにな る。
この引当金の取崩 しに際 しては,納 税者は 「保険数理的方法」 と 「簿記的方
法」 のいずれか を選択す ることができる。
保険数理的方法に ょれば(nachdemversicherungsmathematischenVerfahren),
すべ ての営業年度 において,そ の営業 年度末 におけ る将来の年金給付の保険数
理的現金価値(部 分価値)の 差額 の高さに お いて(しか も一定の利子率を基礎にし
た うえで)利 益増加的に取崩 しがお こなわれ る。そ の際,年 金 の 支払 いが実施
された場 合には,そ れは営業費用(Betrieb・ausgaben)とし て,利 益減少的 に控
除 され る。 ここで注意すべ きは,「この差額の中 に は 通常はなお利益減少 とい
うものが明 らか とな るので,こ の取崩 し方法は,納 税者に とらては,大 抵は よ
り有利な もの とな る{m」とい うことであ る。
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また,簿 記的方法に よれば(nachderbuchhalterisch頭Methode),現期 聞の(経
常的な)年 金給 付が直接 この引当金に反対記入 され る。 「この方 法の方が よ り簡
単であ り,通 常は,引 当金の急速な取崩 しにつ ながる⑬」 のであ る。 そ して引
当金 を消費 した後は,年 金給付 は営業費用 として控除 され る。ひ とたび選択 さ
れた取崩方法は貸借対照表連続性(Bilanzkontinuitat)の理 由か ら恣意的に変更
されてはな らない⑬,と されてい る。
d)再 保険





























さて,税 務上の判決は 「負債」(Schuld)とい う概念 の代 りに 「経済的負担」
(wirtschaft}icheLast)とい う概念を用 いてい る。 こ の 概念は株 式法上 の引当金
概 念 よ りもは るかに広い ものであ る。つ ま り,支 払い の義務づけだけが株式法
の意味 での 「不確定債務」(ungewisSeVerbindlichkeiten)とな るが,実 務は給付
の義務 づけ(Leistu鳳gsverpHichtUng)をも含むそれ よ り広い 引当金概念を用いて
いるのであるω。 また,債 務につ いては,将 来の支払 い(年 金債務)に ついての
みその現 金価値(Barwert)で,また,給 付義務に対す る支払いを受取 った場 合
には,そ の受取 られた支払額 で評価 され るのであるω。
さて,こ こで,税 務上の 「部分価値」(Teilwert)と「課税 の公平性」(Gleich-
maBigkeitderBesteuerung)の関連についてみ ることにす る。
税法では,本 来,企 業手段の課税を考慮 して,個 別売却価格か もし くは部分
価値 とよばれ る個 々の対 象物 の 「経営帰属的価値」(betriebsgehδrigerWert)で
の評価 がなされなけれ ぽな らない とい う考 え方が基 礎 とされ ていた。 そして利
益課税につ いては,企 業手段 の課税 とは別 の評価原則が用意 された のであ る。
しか し,歴 史的には,1934年に部分価値 とい う概念が所得税法 に引継がれ,そ
れ が今 日までその ままに残 されてい るのであ る③。
この部分価値 とは 「経 営全体 の買手が総買入価格の枠内において個 々の経 済
財に付与す る金額 であ る。 その際,そ の買手が経営を継続す るとい うことか ら
出発 されなければ な らない」(所得税法第6条第1項 の1-2)とされ てい るのであ
る。 ところが,法 律は この全体経営の取得者(買 手)が 総買入れ価格の 枠 内 で
個 々の経済財に付与す る金額 を どの ように計算すべ きかについては,何 も規定
していないのであ る。 したが って,部 分価値は実務上 は さまざまな内容 と大 き
































権利,経 済的 な便益お よび買取 られ た営業価値は固定資産の無形 の経済財に
数 え られ る。部分価値 の大 きさについては,償 却性 の設備財についていわれた
ことが三つの特別規定を ともな って妥 当す る{8)。
(i)営業用 の蒸溜権(Brennrechte)の評 価,爆 薬専売権(Z姐dwarenmonopo1)
に対す る出資,水 利権,お よび財貨流通 の認可権 に対す る評価については,
大蔵 当局に よって指針が設定 され た。
(ii)著作権,保 護 された発見お よび保護 され てい ない発見については,部 分
価値は資本価値 として計算 され る。 その際,納 税者がそれ 以外の事は何 も
証 明しえない限 りにおいて,大 蔵 当局は8年 の耐用年数を基礎 として,年
度純収益を8%の 利子に利子率の半分の リス ク付加分 を加えた もの,す な
わち,12%で資本化す るのであ る。
⑭ 取得 された営業価値はその調達 価格で評価 され なければな らない。判決
は,長 い間,企 業全体 の 「一般価 値」(gemeinerWert)が簿 価以下 に なる
場合にのみ,そ れ よ り低い部分価 値を とってきた。最近では,取 得 された
営業価値は,将 来獲得 され るべ き利益 が適 正な企業者賃金 と投下資本 の正
常利子 との合計 よ り高 くな らない場合 で も,も はや,存 在 しない とされ て
い る。
(4)出資
利益課税に際 しては,部 分価値の高 さは取益状態 に したが う。 出資 している
会社に損失が存 在 してお り,そ のために,数 年 にわ た って分配がお こなわれ て
いない とす るな らば,調 達原価以下にな る部分価値 を見積 る根拠 とな る。上場
会社については,証 券市場 の相場が後にな って下落 した場合には,そ れが部分
価 値の高 さに対 す る一つの指標 とな る。 しかしなが ら,判 決に よれば,相 場 の
下落だけでは,投 資(お よび投資有価証券)に つ い て 部分価 値償却(Teilwertab-
schreibung)をお こな うにはなお十分 とはいえない。新規 に設立 された会社 につ
いての開業損失は,通 常,部 分価値償却を正当化 しない。外 国へ の投資につい
ての通貨価値の下落につ いて も同様 であ る⑨。
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(5)固定資産 のその他 の有価証券お よび長期貸付金
利益課税については,も し取 引所 の相場が調達原価以下 となるとす るならば,
その相場が部分価 値 とみな され る。 しか しながら,「正規 の簿記の諸原則」にし
たがえば,固 定資産において,よ り低い部分価値に引下げる とい う強制は何 ら
存在 していない,と 実務では主張 されてい る。 さらに,長 期貸付に対 しては,
債権 につ いていわれてい ることが妥当す るaθ。
(6)原材料,補 助材料お よび経営材料
ここで は,部 分価値 は再調達原価(調 達市場における市場価格もしくは取引所価
格)に したが うω。
(7)商品,完 成品お よび未完成品
経 営の買手は,こ こでは,「全 体買入価格め枠 内に お い て」(imRahmendes
Gesamtkaufpreises)この財貨 の個別売却価格(再 調達価格ではない)を 付与す るで
あろ う。 それ に もかかわ らず,現 行法 の部分価値 は個別売却価値には合致しな
い のであ る。す なわ ち,
(i)通常,商 品お よび完成品の部分価値は再調達原価 に等しい。 それ故,原
価計 算にお いて初めが ら再調達原価 での計算がお こなわれ ていない限 り,
商品に対す る調達支 出および完成 品に対す る製作原価の代 りに,評 価 日に
おけ る時価(Tagespreise)が登場す る。 さらに,販 売価格の下 落 を 予想す
る必要がない場合 に も再調達原価が付 され るべ きであ る(所得税法第36条第
1項の3)。
(ii)貯蔵,流 行に よる好みの変化,あ るいはその他の理 由に よって,経 済財
の価値 が減少 した とす るならば,あ らか じめ獲得 し うる と考えられていた
販売収益が実際原価(Selbstk・sten)に「平均的 な企業者 利益」(durchschnit-
tlicherUntemehmergewinn)を加えた ものに達 しない場合 に は,部 分価値
は低下す る⑫。
(8).債権お よび債務
債権 の部分価値 は将来 の貨幣の入 りの現金価値 の うちに求め られ る。額面価
額 の部分価 値償却 は と くに次の場合に生 じる㈹。す なわち,
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(i)外国の債務者 に対す る債権 は国内の債務者に対す る債権 よ りは るかに大
きな リス クを負担 している。 この ことは特別な価値修 正 とい うもの を正当
化す る。た とえば,債 務者 の支払能力につ いて知 る可能性が よ り少 ない と
い うこと,な らびに債権を回収す る困難 さが よ り大 であ る とい った ことが
あげ られ る。
(ii)支店の支払能 力が悪化 している とい うことだけでは,債 権償却に対す る
根拠 とは ならない。基準 とな るのは,む しろ,個 々の債務者 の支払能力に
つ いて の個別の評価 であ る(連邦財政裁判所,1964年4月8日付判決)。
醐 一般的 な企業運 営 と関連 してい る リス クは債権の部分価値 を減少 させな
い(連 邦財政裁判所,1956年12月4日付判決)。
⑰ 法的 にはなお残存 している債権の回収不能性は債権の価値修正を強要す
る。
(v)債権 が疑わ しい場合には,部 分価値償却をお こな うことができる。債権
は,そ の欠損が一定の確率で予想 され,債 務 者の財産状態 お よび流動性の
状態がかな り悪化 した場合に,疑 わ しい もの とな る。支払 いの停止は前提
とはな らない。
㈲ 債権が利子を生 まないかあ るいは生む として もわずか であ る とい うこと
は,部 分価値を減 少させ る。
利益課税では,債 務につ いては,よ り低 い部分価値の代 りに よ り高い部分価
値 が入 る。 とい うのは,債 務は貸借対 照表 の貸方にかかげ られ るか らであ る。
外 貨建 債務 につ いては,部 分価値が最 初 に 「取得価格」(Anschaffungspreis)と
して貸借対照表 にかかげ られ た返済額 を上 回 ることがあ りうる⑭。
(9)引出 しと出資
引 出しと出資は原則 として部分価値で評価 され なけれぽな らない。無償 の,
公益 目的を追求す るためにな され る引 出しにつ いては,こ れ を簿価 で評価す る
こ とが許 され てい る⑮。
さて,シ ュナ イダーは こ うした部分 価値 での評価 は,経 営財産 の所有老 を,
それ以外の財 産の所有者 と比較 して,著 し く優遇 している とい う理 由で,「課
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税 の公平性」 に対す る重大な違反 を意味 している とみ るのであ る。 また,利 益
課税 に際 して も,部 分価値 での評価 は,大 抵 は,利 益算定者に有利 とな り課税
の公平性 とは両立 しえない とみてい るのである。そ こで,彼 は 「部分価 値での
い っさいの評価操作 を放棄 しで,"即時の損失補償"(s・f・rtigerVerlustausgleich)
(時間的に無限の損失の繰延または損失の繰越)の 導入が課 税の公平性 には るかに よ
く役立つはずであ る⑯」 と主張 してい るのであ る。
いずれ にせ よ,わ れわれ は,こ こでは,年 金債務 の評価 に際 して用 い られ る
部分価値 が多様な内容を もちつつ も,利 益 の縮 小につなが り,し た が っ て,
'「課税 の公平性」 に反す る ものであ るとい う点を確認 してお く必要 が あ ろ う
。
それ だけにまた,そ うしだ部分価値を新 しい論理 を もって合理づけ るこ とが必
要 とな って くる といえ るのである。 「未来指向」 とい う新 しい論理 によって構




















さて,こ れ までみて きた年金引当金にかかわ る法規定 ならびに会計実 務上 の
取扱いは どの よ うな会計理論に よって合理づけ られ るであろ うか。 以下,年 金
引当金 と現代会計理論の典型 ともい うべ き資本理論的貸借対照表論 との関連 を
考察す ることに よって,現 代の会計理論が どのよ うな場面 で機能 してい るかを
明らかにす るこ とにす る。
シ ュマー レンバ ッハに よって確立 され た動的貸借対照表論 は,そ の基礎概念
が 『商業研究雑誌』ωにおいて発表 され て以来,数 多 くの論者 に よってその内容
が批判的にあるいは建設的に検討 され,形 式構造的に もまた実 質内容的に も深
められ,1930年頃 までにはほぼその完成をみ るにいた った。 その結果,そ の後
の ドイツ経営経 済学 におけ る研究の重点は,貸 借対照表論か ら他の新 しい問題
領域へ と移行す ることとな った。 この時期に,い わゆ る 「貸借 対照表の退位」(2)
(EntthronungderBilanz)カミお こなわれた のであ る。 そ し て 貸借 対照表 に関す
る理論的な研究は,そ の後ほぼ30年間 にわた って 「冬 眠」(3)(Winterschlaf)の時
代をむ かえることにな るのであ る。.
その間,と りわけ第二次世界大戦後の西 ドイツにおいては,貸 借対照表に関
す る研究 にかわ って,生 産理論,販 売理論,費 用 計画論,投 資論お よび オペ レ
ィシ ョンズ ・リサ ーチ とい った領域での研究が,と くに若い研究者を中心に し
て,活 発 にお こなわれていた(4}。しか し,1960年代の中頃か ら,こ うし た状況
に変化の兆 しがみ られだした のであ る。 リース(Leasing)や企業年金にかかわ
る新 しい会計実務 の進展,さ らに,公 表会計 の明瞭性を増 進 させ よ うとす るい
わゆ る 「デ ィス クロージャー」拡充の社会的 な要請を背景 としつつ,し か も部
分的には投資論 お よび財務論な どの研究成果 に影響 されて,貸 借対照表に関す
る理論的な研究 が,否定的にであれ,また肯定的にであれ,ふたた び経営経済学
老の関心を集め るよ うにな ったのであ る。 以下 で考察す るザ イ ヒ トのr資 本理
論的 貸借対照表 論』(DieKapitaltheoretischeBilanzunddieEntwicklungderBil・
anzthe・rien,1970)もその ような状況の もとで登場 して きた現代理論なのであ る。
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さて,動 的な観点の もとでは,貸 借対照表は全体成果を期間計 算に分割す る
ことに よって生ず る収入 と取益,支 出と費用 のあいだの時間的 なずれを収容す
る過渡的な計算書 として位置 づけ られ,期 間利益は実現原則にしたが って認識
された取益 と発 生原則にした がって計上 された費用 との対応 とい う,慎 重 なし
か も不均等な対応を通 じて確定 され るのであ る。 これ に対 して,資 本理論的な
見解の もとでは,貨 幣の将来 の流入 ・流 出状 況が貸借対照表上 に表示 され,そ
れ らの価値 は,い わば 「予想原則」(anticipationprinciple)にしたが って,事 前
に決定 され るのであ る。 そ してそれ らの価値の比較を通 じてか,あ るいはそれ
ら価値に一定 の利率を乗 ず ることに よって利益 が確定 され るのであ る叫
こうした資本理論的貸借対照表論を展開 しているザ イヒ トにあ っては,リ ー
ガー流 の貨幣的思考方法 を受継 いで,財 産お よび負債は 「将来の取入 または支
出 の今 日的価値」(der"heutigeWert"derzukttnftigenEinnahmenbzw.Ausgaben)
として解釈 され てい るのである。 そして 自己資本は積極財産 と負債 の差額 とし
て,す なわ ち,将 来の収入 の今 日的価値 と将来 の支 出の今 日的価値 との差 額 と
して説 明され るのであ る。 それ故,資 本は 「将来 の収 入 超 過 の 今 日的価値」
(der"heutigeWert"derz亘ぬnftigenEinnahmenitberschtisse)と解釈 され ることに
な るのであ る。 もし将来の収入の今 日的価値 と将来 の支 出の今 日的価値,そ れ
故,財 産 と負債 またはその残高 としての 自己資本が将来予想 され る貨 幣の流れ
の一定利子率 に よる割 引計算に よって算定 され るとす るな らば,利 益は こ うし
た 「将来の貨幣 の流れ の資本価値につ いての 利子」(ZinsenaufdenKapitalwert
dieserzuktinftigenGeldstr6me)として算 出され ることに なる{6)。ここでは,貸 借
対照表は将来 の取 入 ・支 出の今 日的価働 こついての説 明を与え るもの となる。
この ように,ザ イ ヒ トは貸借対照表の重要 な任務を将来の取入 ・支 出の今 日
的価値 につ いての説 明を与え る ところにある とみてい るのであ る。そ こでは,
積極 財産は、将来 の収入な らびに過去の取入超過 として,ま た,消 極財産は将来
の 支出 として定義 され てい る。それ故,貸 借対照表 の積極側は収入をそ して消
極側は支出を示す ことになる。そ して,そ こでは,純 額で計算 され た(積 極お
よび消極)財 産(=過 去の収入超過 と将来の経営収入または経営支出)は,残 高 とし
(459)年 金引当金と資本理論的貸借対照表論391



























この よ うに,ザ イヒ トは貸借対照表を未来計算 との関連 で とらえているので
あ る。 そ こでは,財 産は内部利率 で割引かれた 「将来の収入」 として,ま た負
債は内部利率 で割引かれた 「将来 の支出」 として解釈 され てい るのである⑧。
年金 引当金設定にかかわ る部分価値が この よ うな現代理論に よって合理化 さ
れ うるものであるこ とは,以 上 の ところか ら,明 らかであ る。企業年金にかか
わ る会 計実務 の進展が これ までの動態論を もってしては合理化 しえない状況を
顕 現せ しめてい るこ とは明 らか であ る。 ここに,動 態論に代 る新 しい理論の登
場を要 請 してい る現実的基礎が存在 している といえ るのであ る。 そ うした要 請
に応 え るもの として登場 した現代理論の一つがザ イ ヒ トの資本理 論的貸借対照
表論 といえるのであ る。 その意味において,こ うした現代会計理 論の果す現実
的 な役割 も,法 お よび年金会計実務 と りわけ年 金引当 金 の 設定(評 価)と い う
現実 の制度の在 り方 との関連づけのなかで,明 らかにな るといえるのであ る。
一見,実 務 とは無関係に展 開されてい るかの ようにみえる,き わめて抽象的 な
論理構造を備えた現代会計理論 の現実的 な意味 も,こ うした法 お よび実務 との
関連づけのなかで,つ まり制度的 な枠組のなかで機能 しているもの として とら
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{9)な お,新 し い 視 角 か ら 演 繹 的 に 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 論 を 展 開 し て い る レ フ ソ
ン(U.Leffson)の 所 論 と 企 業 年 金 と の 関 連 に つ い て は,拙 稿 「企 業 年 金 と 現 代 会
計 理 論 」,r会 計 』 第126巻 第2号(昭 和59年8月)を 参 照'され た い 。
(1984年9月)
